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ニュース詳細
· 中国銀行：中国２０１３年ＧＤＰ成長率、８％と予測
【１２月１３日　鳳凰網】中国銀行は１２月１２日、国内外マクロ経済金融情勢を展望する報告書を発表し、「２０１３年の中国経済は穏やかに回復し、国内総生産（ＧＤＰ）成長率は８％前後になる見通し。物価水準はやや上昇し、消費者物価指数（ＣＰＩ）の伸び率は３％前後になる」と予測した。報告書によると、２０１３年の中国のマクロ政策は全体的に安定し、財政政策はより積極的なものなる見込み。金融政策は全体的に安定し、預金準備率引き下げの可能性は依然大きい。２０２０年までに都市部・農村部住民の１人当たりの所得を２０１０年の２倍にする「所得倍増計画」の達成に向け、中国経済は今後、中レベルの速さで成長するという新たな成長期に入る見通しだ。
· 食品安全：伊藤園、中国産ウーロン茶回収
【１２月１２日　国際在線】日本の大手飲料メーカー、伊藤園は１０日、一部の製品から食品衛生法が定める基準値を超える残留農薬が検出されたため、中国福建省産ウーロン茶のティーバッグ製品４０万個を自主回収すると発表した。伊藤園によると、自主検査により、福建省産のウーロン茶のティーバッグから基準値の５～２５倍となる２種類の農薬成分が見つかった。回収対象は３種類のティーバッグ製品で、賞味期限はいずれも１３年１１月まで。福建省福州税関によれば、２０１２年第１～３四半期、福建省の茶葉輸出量は１万１０００トン。このうち日本向けの輸出量は６０５８トンで、５４．５％を占めており、日本は福建産茶葉の最大の輸出先だ。日系企業がウーロン茶のティーバッグを回収する問題はすでに福建省の茶葉メーカーの注目を集めている。
· 教育：中国一人っ子への重圧、ますます大きく
【１２月１４日　環球時報】英市場調査会社ミンテルが発表した中国の一人っ子に関する調査報告によると、中国中産階級家庭の子供が両親から寄せられる期待は高まる一方という。自分の子供に望む最終学歴として、「修士・博士（大学院卒）」と答えた親は４分の３を占め、「学士（大学学部卒）」はわずか３２％だった。環球時報が１３日付シンガポール英字紙トゥデイ（電子版）の記事「学業でさらなる重圧を受ける中国『小皇帝（一人っ子）』」を引用して伝えた。調査によると、都市部に住む中産階級の子供の３分の２は、競争の激しい「重点校」に通っていた。欧米諸国の同年齢の子供と比べ、進学面で彼らの受ける重圧はかなり大きい。
· 世界生活費ランキング、中国は北京２２位が最高
【１２月１２日　新華網】国際人材調査会社ＥＣＡインターナショナルが発表した「生活費の高い都市ランキング」で、北京は３５位から２２位へ、上海は４１位から２６位へ、香港は５８位から３２位へとそれぞれ順位を上げた。広東省の広州市と深セン市などほかの中国都市の順位も上がった。ＥＣＡインターナショナルの統計対象に含まれる日用品価格が中国で５％上昇した。「中国で生活費が高くなっていることを受けて、外国企業は、中国事務所の設立を慎むようになり、中国のアジアでの競争力が弱められてしまう」と、ＥＣＡインターナショナルのアジア担当ディレクターのＬｅｅ　Ｑｕａｎｅ氏は予想する。同報告では、アジアおよび世界で最も生活費が高い都市は依然として東京だった。
· 自動車普及率：中国、２０２３年には「２世帯に１台」の可能性も
【１２月１２日　網易網】今年９月の時点で中国の１０００人当たり自動車保有台数が８１台に達した。１９８０年代初期にはわずか０．５台で、アフリカで最も貧しかったエチオピア（１．３台）よりも少なく、世界１４０カ国で最低だったのと比べると隔世の感がある。しかし、２００９年には自動車販売台数が米国を超え、世界最大の自動車市場となった中国だが、１０００人当たりの自動車保有台数では世界平均の１５０台には及ばず、南アフリカ（１５７台）やブラジル（１６４台）よりも少なく、メキシコ（２６８台）や米国（８００台）には遠く及ばないままの状態となっている。現在の中国自動車市場の成長ペース、経済環境などを考慮すると、２０２３年には中国の１０００人当たり自動車保有台数は１６０～１７０台に達し、「２世帯に１台」の自動車保有率になる可能性が高いと、中国国家情報センター情報資源部の責任者は指摘している。
· 鉄道：中国、世界最長の高速鉄道２６日開通
【１２月１５日　新京報】中国国営新華社通信によると中国鉄道省は北京市と広東省広州市を結ぶ２２９８キロの高速鉄道専用線（中国版新幹線）が今月２６日に全線で開通すると発表した。同区間は在来線で約２１時間かかっているが、高速鉄道で約８時間に短縮されるという。営業最高時速は３００キロ。鉄道省では「営業距離で世界最長の高速鉄道になる」とＰＲしている。北京－広州間の高速鉄道の専用線で、河南省鄭州市から広州までの区間はすでに今年９月までに開通している。
· 金融：上海株、3年ぶりの上昇率
【１２月１４日　新華網】１４日の中国上海株式市場は、景気指標の回復や１５日から開催予定の中央経済工作会議で打ち出される政策への期待を背景に急反発した。市場全体の値動きを反映する上海総合株価指数は前日比４．２３％高の２１５０．６２５と、８月１０日以来４カ月ぶりの高値で終了。２００９年１０月以来３年２カ月ぶりの大幅な上昇率を記録し、約１カ月ぶりに２１００台を回復した。
■　上海：「ｉＰｈｏｎｅ５」発売、雨の中ファンが徹夜の行列
【１２月１４日　新華網】上海市で１４日午前０時、米アップルの新型スマートフォン「ｉＰｈｏｎｅ５」が発売された。直営店のアップルストアには多くのファンが雨の中、徹夜で並んだ。ｉＰｈｏｎｅ５はｉＰｈｏｎｅとしては最も軽量化されたモデルで、基本ソフト（ＯＳ）に「ｉＯＳ６」を採用、２００以上の新機能を搭載した。中国電信（チャイナテレコム）は１１の契約プランを用意。最も安い月額料金は４９元（１元＝１２円）に設定し、ユーザー獲得を狙う。
· 浙江：欠陥か？築２０数年の６階建住宅が倒壊
【１２月１６日　浙江在線】１６日正午ごろ（現地時間、以下同）、浙江省寧波市江東区で６階建の住宅が倒壊し、現在までに１人の死亡が確認されている。同日午前９時２０分ごろ同区の中層住宅に亀裂が入っているとの通報があったという。すぐに関連部門の職員が現場に赴き調査を行い、住民を避難させた。同建物には４３人が住んでいたが、避難したのは４１人で２人の住民と連絡がつかなかったという。その後倒壊した建物の中から女性を救出し病院へ搬送したが、治療の甲斐なく死亡した。当局はまだ閉じ込められている人がいるとみて救出作業を続けている。倒壊した建物は築二十数年とみられる古い家屋だったが、倒壊するほどの年数でもないため、住民は欠陥があったのではと疑っているという。
· 河南：小学校に男が侵入、児童２２人に切りつける
【１２月１４日　羊城晩報】１４日、米国の小学校では銃乱射事件が発生したが、同じ日、中国の河南省光山県で、刃物を持った男が小学校に侵入し、児童２２人に切りつけて怪我を負わせる事件が発生した。男はすでに警察に逮捕されている。切りつけられた小学生は病院で治療を受け、いずれも命に別条はなかった。事件後、学校は授業を停止しており、校内にはいまだあちこちに大量の血痕が残されている。目撃者の証言によると、１４日、刃物を持った男が教室に現れ、生徒の頭部や腕を切りつけて怪我を負わせた。教室内は泣き叫ぶ生徒たちで騒然となり、男は逃げ出そうとする子どもたちを追いかけて手当たり次第に切りつけていった。知らせを聞いて駆けつけた村の職員が男を取り押さえた。光山県宣伝部の関係者によると、容疑者は閔応軍という名前の３６歳の男で、精神病の認定を受けており、時折発作を起こしていたという。
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【中国経済最新統計】
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	2005年
	10.4
	
	12.9
	1.8
	27.2
	1020
	28.4
	17.6
	0.8
	▲0.5
	17.6
	9.3

	2006年
	11.6
	
	13.7
	1.5
	24.3
	1775
	27.2
	19.9
	▲5.7
	4.5
	15.7
	15.7

	2007年
	13.0
	18.5
	16.8
	4.8
	25.8
	2618
	25.7
	20.8
	▲8.7
	18.7
	16.7
	16.1

	2008年
	9.0
	12.9
	21.6
	5.9
	26.1
	2955
	17.2
	18.5
	▲27.4
	23.6
	17.8
	15.9

	2009年
	9.1
	11.0
	15.5
	1.9
	31.0
	1961
	▲15.9
	▲11.3
	▲14.9
	▲16.9
	27.6
	31.7

	2010年
	10.3
	15.7
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	3.3
	24.5
	1831
	31.3
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	16.9
	17.4
	19.7
	19.8

	9月
	9.6
	13.3
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	169
	25.1
	24.4
	12.2
	6.1
	19.0
	18.5

	10月
	
	13.1
	18.6
	4.4
	23.7
	271
	22.8
	25.4
	8.7
	7.9
	19.3
	19.3

	11月
	
	13.3
	18.7
	5.1
	29.1
	229
	34.9
	37.9
	28.1
	38.2
	19.5
	19.8

	12月
	9.8
	13.5
	19.1
	4.6
	20.4
	131
	17.9
	25.6
	9.2
	-13.3
	19.7
	19.9

	2011年
	9.2
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	1月
	
	
	19.9
	4.9
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	65
	37.7
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	16.6
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	16.9

	2月
	
	14.9
	11.6
	4.9
	－
	-73
	2.3
	19.7
	-10.9
	32.2
	15.7
	16.2

	3月
	9.7
	14.8
	17.4
	5.4
	31.2
	1
	35.8
	27.4
	10.5
	32.9
	16.6
	16.2
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	13.4
	17.1
	5.3
	37.2
	114
	29.8
	22.0
	8.2
	15.2
	15.4
	15.8

	5月
	
	13.3
	16.9
	5.5
	33.6
	130
	19.3
	28.4
	12.1
	13.4
	15.1
	15.4
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	9.5
	15.1
	17.7
	6.4
	11.8
	223
	17.9
	19.0
	6.6
	2.8
	15.9
	15.2

	7月
	
	14.0
	17.2
	6.5
	27.7
	315
	20.3
	23.0
	2.7
	19.8
	14.7
	15.0

	8月
	
	13.5
	17.0
	6.2
	33.4
	178
	24.4
	30.4
	6.4
	11.1
	13.6
	14.8

	9月
	9.1
	13.8
	17.7
	6.1
	27.3
	145
	17.0
	21.1
	-3.5
	7.9
	13.1
	14.3

	10月
	
	13.2
	17.2
	5.5
	34.1
	170
	15.8
	29.1
	-0.6
	8.7
	16.7
	14.1
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	12.4
	17.3
	4.2
	21.4
	145
	13.8
	22.6
	-12.9
	-9.8
	16.2
	14.0
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	4.1
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	165
	13.3
	12.1
	-15.4
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	17.3
	14.3
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	1月
	
	
	
	4.5
	25.3
	273
	-0.5
	-15.0
	4.6
	10.8
	16.6
	14.8

	2月
	
	21.3
	
	3.2
	－
	-315
	18.3
	40.3
	38.7
	-0.9
	17.8
	15.0

	3月
	8.1
	11.9
	15.2
	3.6
	21.1
	53
	8.8
	5.4
	-6.5
	-6.1
	18.1
	15.7

	4月
	
	9.3
	14.1
	3.4
	19.2
	184
	4.9
	0.4
	-26.1
	-0.7
	17,5
	15.4

	5月
	
	9.6
	13.8
	3.0
	21.0
	187
	15.3
	12.7
	-6.1
	0.0
	17.9
	15.7

	6月
	7.6
	9.5
	13.7
	2.2
	21.8
	317
	11.3
	6.3
	-16.3
	-6.9
	18.5
	16.0

	7月
	
	9.2
	13.1
	1.8
	20.6
	251
	1.0
	5.7
	-7.8
	-8.6
	18.9
	16.0

	8月
	
	8.9
	13.2
	2.0
	19.4
	267
	2.7
	-2.7
	-12.7
	-1.4
	18.4
	16.1

	9月
	7.4
	9.2
	14.2
	1.9
	23.1
	277
	9.8
	2.3
	-6.4
	-6.8
	19.8
	16.2

	10月
	
	9.6
	14.5
	1.7
	22.4
	320
	11.5
	2.2
	1.8
	-0.2
	14.6
	15.9

	11月
	
	10.1
	14.9
	2.0
	20.0
	196
	2.8
	-0.1
	
	
	14.5
	15.7


注：1.①「実質GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。

2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意

されたい。また、(　　)内の数字は1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。

　　3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。

出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。
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